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本報告書は、ジェトロが 2006 年 7～8 月にかけ、在米国日系製造企業 621 社、在カナダ

日系企業（非製造業を含む）189 社の方々にご協力いただいたアンケート調査の結果をまと
めたものです。前回調査は 2005 年 7 月～8 月に実施し、米国では 1981 年以来、今回で 25
回目、カナダは 89 年以来 17 回目となります。米国ではニューヨーク、サンフランシスコ、
ロサンゼルス、シカゴ、ヒューストン、アトランタの計 6 事務所、カナダではトロント、
バンクーバーの 2事務所が中心となり、対象企業を抽出しました。 
 
今回調査では、これまで継続的に取り上げてきた景況感、経営上の問題などの設問に加

え、経営のグローバル化が進む中、工場の撤退・廃止、生産移転の動向について、また、
オフショアリング活用の動向についての質問を新たに設けました。さらには、中国・韓国
製品との競合や自由貿易協定（FTA）に対する考え方については昨年調査よりも踏み込んだ
質問を設けました。 
 
今回の調査結果のポイントとしては、在米日系製造業の収益の改善傾向がさらに上向き

になっていることが挙げられます。こうした背景には、在米日系製造業が内販や輸出の強
化・拡大など、「攻め」の経営を行なう一方、生産拠点の他国・地域へのシフトやオフショ
アリングの活用を通じて、コスト削減による経営効率化に注力していることが考えられま
す。 
また、在カナダ日系企業についても収益の改善傾向は維持されておりますが、長期化す

るカナダドルの上昇基調など為替動向が懸念材料の一つとなっています。 
 
本調査にご協力いただいた方々に、この場を借りて厚くお礼申し上げます。調査結果が

在米日系製造業および在カナダ日系企業の方々や、北米での事業展開にご関心をお持ちの
方々のご参考になれば幸いです。 
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１． 調査目的 

米国、カナダにおける日系製造業（カナダでの調査は非製造業も調査対象）の活動の実
態を調査・分析し、その結果を提供することにより、今後の経営戦略の立案など、日系製
造業等の現地事業活動の円滑化に資することを目的とする。 
 
２． 調査対象 

「日系進出企業」の定義は、直接出資および間接出資を含めて、「日本の親会社の出資比
率が 10％以上のもの」。したがって、例えば、日本親会社の出資比率 20％の在米、在加の
子会社を A 社、A 社の出資比率 50％の子会社をａ社とすれば、ａ社に対する日本の親会社
の出資比率は 10％〔0.2×0.5×100〕となり、ａ社は「日系進出企業」となる（ａ社は日本
の親会社との関係では孫会社）。曾孫会社についても同様。 
 
３． 調査方法 

2002 年度調査から、回答者の電子メールアドレスに、アンケート調査フォーム画面を掲
載したインターネット・アドレス（URL）を通知し、この画面で直接回答を入力してもらう
方法を採用した。 
 
４． 調査時点 

2006（平成 18）年 7月～8月 
 
５． 回収状況 
在米の日系製造業 2,079 工場のうち代表企業（統括企業）米国 1,540 社、在カナダの日

系企業 316 社に電子メールで調査を依頼、米国 621 社、カナダ 189 社から有効回答を得た。
回収率は米国 40.3%、カナダ 59.8％。 
（注）工場数・企業数は、全米のジェトロ各事務所が信頼できると思われる情報ソース

を用い、企業による協力のもと集計したものだが、情報の完全な正確性・網羅性を保証す
るものではない。 
 
６． 調査結果に対する留意点 

①配下工場が複数あった場合でも代表企業は 1 つの回答を作成する。②アンケートに回
答した企業が、各設問にすべて回答したわけではないので、各設問中の「比率」は、有効
回答企業数に対する値を示す。③複数回答の場合、合計は 100％を超える。 
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１．経営状況 

 

－2006 年の「黒字」見込み割合、過去最高を更新 

 2006 年の営業利益を「黒字」と回答した企業の割合は前回調査（05 年 7～8 月実施）時

点よりも 5.2 ポイント上昇して 80.9％となった。一方、「赤字」と回答した企業の割合は同

1.0 ポイント減少して 8.6％まで低下した。本実態調査に当該設問を加えた 91 年以来、「黒

字」の回答率は過去最高、「赤字」は過去最低を更新。好調な国内景気を背景に日系製造業

が企業収益を高めていることがうかがえる。 

 

 業種別では鉄鋼（100.0％）、木・紙・同製品（100.0％）、精密機械（95.0％）、石油・プ

ラスチック製品（94.4％）、窯業・土石（90.9％）などで黒字の割合が大きく、特に素材・

原料分野での好調ぶりが目立った。 

 

営業利益が改善する理由としては、「国内市場の販売増加」が最大（65.4％）。「海外市場

の販売増加」（30.9％）は前回調査よりも 10.0 ポイント上昇しており、輸出を強化する企

業が増えているとも考えられる。一方で、「管理費・光熱費の削減」（23.1％）「人件費の削

減」（21.3％）などの回答も比較的多く、好況下にあっても、各社はコスト削減に向けた努

力を続けていることがうかがえる。営業利益が悪化する理由としては、「国内市場の販売下

落」（44.6％）「価格の下落」（43.8％）を挙げる声が多く、国内での競争が激化しているこ

とを裏付けるものともいえる。さらには、「国内調達コストの上昇」（41.3％）「原油価格の

上昇」（39.7％）なども上位を占めており、輸送用機器部品、化学品など川中・川下の業種

では原油や鉄鋼などの原材料高がマイナス要素の一つとなっている。 

 

2007 年に入っても日系企業の好調は続くものと見られる。営業利益が「前年より改善す

る」と回答した企業の割合は IT バブル崩壊以来最高の 55.3％まで増加する一方、「前年よ

り悪化する」と回答した企業は前回調査より 14.2 ポイント減少して本調査開始以来最低の

5.4％まで低下。日系製造業の景況感が大きく改善していることを裏付けている。 

 

 雇用見通しも明るい。今後の見通しで、雇用を増やすと回答した企業の割合は 41.8％を

占め、前回調査時点の 11.4％よりも大幅に改善した。特に、精密機械（61.9％）、一般機械

（56.1％）、輸送用機器（55.6％）でその傾向が強い。しかし雇用・労働面では、「従業員

の賃金上昇」（50.6％）「技術者の採用難」（35.9％）「労働者の定着率」（30.4％）などが問

題として挙げられており、好調な経済を反映して企業が労働コスト増に直面している様子
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がうかがえる。 

  

２．設備投資の状況 

 

－依然として旺盛な設備投資、2007 年は模様眺め 

 2006 年の設備投資状況は、拡大 4 割、横ばい 4 割程度を占め、好調を持続している。た

だし、2007 年以降の投資計画については、2006 年と比較して、「拡大」は 8.5 ポイント減

少したほか、「横ばい」は 13.2 ポイント上昇しており、模様眺めとの見方もできる。業種

別では、輸送用機器（66.6％）、石油・プラスチック製品（64.7％）などが積極姿勢を見せ

ている。 

 

－中国、メキシコなど国外への生産シフト進む 

「一部品目の生産を他州・他国へ移転」と回答した企業は、「今後 1～2 年での見込み」で

は 9.2％と、「過去 1～2年の実績」である 8.2％より上昇している。移転先は中国（20 社）、

メキシコ（14 社）の順で多く、生産拠点としても中国、メキシコに注目していることがう

かがえる。特に輸送用機器部品の割合が高く、自動車産業でのアジアを含めた国際分業が

進んでいることを裏付けている。また、国内であれば、ジョージア州（3 社）、テネシー州

（3社）といった南部への移転が中心となっている。 

 

３．原材料・部品の調達、国際分業、FTA 

 

－国内調達が中心であるものの、存在感増す中国、メキシコ、ASEAN 

米国内からの調達率を 51％以上と回答した企業は 6 割を超え、高水準の現地調達率を維

持している。国外では中国（調達が拡大するとの回答割合が前回調査比で 4.0 ポイント増

加の 66.1％）、メキシコ（同 3.2 ポイント増の 39.4％）、ASEAN などからの調達を増やす一

方、日本（調達が減少するとの回答割合が 3.8 ポイント増の 33.3％）、欧州（同 8.9 ポイン

ト増の 16.7％）などからの調達を減らす見込み。 

 

中国やメキシコからは輸送用機器部品や一般機械などの調達が目立つ。 

 

－デメリット大きい米韓 FTA、期待が大きい日米 FTA  

米国法人にとって影響度の高い米国の FTA についてみると、対韓 FTA は、「デメリットが

大きい」とする日系企業数（66 社）が「メリットが大きい」とする日系企業数（14 社）を

大きく上回っている。交渉中の米韓 FTA への対応は喫緊の課題であり、危機意識が強く表

れていることがうかがえる。 
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米国法人にとってメリットが大きいと考えられる日本の FTA 相手国としては、回答企業

の 76.7％が米国を第 1位に挙げており、期待が高まっている。 

 

４．中国・韓国製品との競合状況 

 

－中国製品の輸入増加による影響あり、一方でプラスの側面も 

 中国製品の輸入増加による影響としては、多くの日系企業が「販売価格の下落」（「影響

大」「軽微」を合わせて 59.3％）、「競争激化による売上減少」（同 51.1％）を挙げており、

日系企業への影響が大きいことが裏付けられた。一方で、「安価な部品・原材料の調達が可

能」になると回答した企業も同 48.7％と約 5 割を占め、中国製品の輸入増をプラスに生か

す動きも出てきている。電気機械・電子機器（41.7％）、金属製品（41.4％）、鉄鋼（40.0％）

などで特にプラスの面が指摘された。 

 

－高付加価値化で中国・韓国製品との競合に対応、一方で「競合なし」の割合が韓国で 5

割 

 日系製造業は中国・韓国製品の流入増に対して、高付加価値化で対応している。一方で

「競合なし」とする割合が韓国製品で過半数を占めた。韓国製品については、「競合なし」

が医薬品（100.0％）、窯業・土石（77.8％）、繊維（75.0％）、食品・農林水産加工（68.2％）

などで高い割合。一方で、電気機器・電子機器（73.3％）、精密機械（62.5％）などでは「高

付加価値商品の投入で差別化」を図っており、業種ごとで競合の有無が分かれている。 

 

－「価格が安い」中国製品、「価格一辺倒でない」韓国製品 

中国企業の優位性として、96.2％が「価格が安い」と回答した。一方、韓国企業につい

ては、「価格が安い」は 63.9％にとどまり、「品質と価格のバランス」（48.1％）の割合が大

きく、価格一辺倒ではないとの認識が広がっていることがうかがえる。業種別では、窯業・

土石（71.4％）、電気機械・電子機器（64.3％）、輸送用機器部品（57.4％）、精密機械（53.8％）、

輸送用機器（50.0％）などで「品質と価格のバランス」の割合が高く、一定レベルの品質

に基づく価格設定のうまさを指摘している。 

 

－人民元切り上げについては 4割弱が「影響なし」、25％が「プラス」の影響 

 人民元切り上げの影響は「なし」とする企業が 37.0％を占めた。輸送用機器部品（46.5％）、

輸送用機器（44.4％）、化学品（41.9％）、ゴム製品（41.7％）などで高い割合。「米国内で

の中国製品競合価格が上昇するのでプラス」（19.8％）、「中国からの原料価格が上昇するの

でマイナス」（13.2％）など影響を指摘する声もあるが、全体として影響は大きくない。 
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５．サービス業務のオフショアリング状況 

 

－オフショアリングを実施している企業は 1割弱、インドに対する高い人気 

輸送用機器（33.3％）、非鉄金属（30.0％）、金属製品（24.2％）などでオフショアリン

グの実施が目立つ。ソフトウェア開発、システムデータベース開発・メンテナンス、IT 関

係のヘルプデスクなどを中心にインドへのアウトソーシングが多い。また、今後オフショ

アリングを行う企業は回答企業の 3.8％（23 社）。予定しているオフショアリング先として

は、実施予定企業の 3割がインドに注目するなど、インドに対する大きな関心が見られる。 

 

以上 
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―2006 年の「黒字」見込み割合は 8割を超え、過去最高を更新 
 

 

 

 

 

 

 

2006 年の営業利益見込みを「黒字」と回答した企業の割合は 80.9％で、過去最高を更新、

初めて 8 割を超えた。業種別では鉄鋼、木・紙・同製品、精密機械、石油・プラスチック

製品などが好調。国内市場のほか海外市場での販売増が寄与した。2007 年以降も営業利益

が改善すると回答した企業の割合は 55.3％。原油や鉄鋼など原材料価格の上昇は大きなリ

スク要因であるものの強気の見通し。 
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過去１年の変化（05年） 38.6

今後の見通し（06年） 7.9 76.1

70.1

50.1 11.3

増加 横ばい

7.3 73.0

減少

16.0

17.4

19.6
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南部中西部北東部

28.5 

36.8 

6.7 

全米

10.6 

4.3 

10.6 

4.3 

6.4 

2.1 

西部

27.5 

13.5 

11.2 

4.5 

54.5 

26.4 

37.1 

18.5 

10.1 

5.6 

2.8 

3.4 

4.1 

16.1 

4.7 

2.6 

0.0 

51.3 

23.8 

36.3 

20.7 

11.2 

8.6 

48.2 

22.8 

35.5 

12.7 

10.2 

5.1 

8.6 

2.5 

25.9 27.7 

25.5 27.9 

42.6 

23.4 

31.9 

23.4 

特になし

その他

従業員の賃金上昇

中間管理職の採用難

技術者の採用難

労働習慣の違い

日本人出向役職員のコスト

解雇・人員削減に対する規制

ストライキ、労働組合問題など

外国人労働者の雇用規制

管理職、現場責任者の現地化 23.3 

30.4 労働者の定着率

9.8 

5.7 

12.0 

5.0 

4.9 

2.0 

50.6 

24.2 

35.9 

17.7 
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2.2 

10.3 10.3 

南部

1.2 集団代表訴訟制度 2.3 4.8 2.7 

12.3 

15.2 12.0 22.7 

全米 北東部 中西部 西部

7.6 9.8 

28.8 31.9 

11.4 11.7 

33.2 18.4 

16.8 

その他 12.2 21.4 16.8 

円/ドル為替リスク 32.1 28.6 36.4 

税制・関税 12.2 19.0 12.0 

6.1 

金利上昇 27.2 21.4 30.4 

自然災害 10.1 7.1 7.6 

1.1 12.9 

原油価格 56.2 

不動産価格 4.5 2.4 1.1 

52.4 62.0 

11.4 12.9 

10.3 24.5 

63.0 42.9 

連邦・州の規則・規制 14.1 16.7 8.2 

電力・水道 12.9 14.3 14.1 

19.0 29.3 23.3 物流面 23.6 19.0 

ビザ/通関手続き 16.4 16.7 

製造物責任法 11.3 16.7 
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―依然として旺盛な設備投資、中国・メキシコなど国外への生産シフトも 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2006 年の設備投資状況は、拡大 4割、横ばい 4割程度を占め、好調を維持している。た

だし、2007 年以降の投資計画については、2006 年と比較して、「拡大」は 8.5 ポイント減

少したほか、「横ばい」は 13.2 ポイント上昇しており、模様眺めとの見方ができる。 

今後、「一部品目の生産を他州・他国へ移転」と回答した企業のうち、移転先として中国

やメキシコを挙げる企業が多かった。 
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一般機械(金型・機械工具を含む)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）

プラスチック製品

金属製品(メッキ加工を含む)
電気機械・電子機器
電気・電子部品

輸送用機器部品（自動車・二輪車）

輸送用機器部品（自動車・二輪車）

輸送用機器部品（自動車・二輪車）

木・紙・同製品

精密機械
その他

石油・プラスチック製品
木・紙・同製品
化学品

医薬品

輸送用機器部品（自動車・二輪車）

食品・農水産加工品

一般機械(金型・機械工具を含む)
電気機械・電子機器
食品・農水産加工品

輸送用機器（自動車・二輪車）

化学品

テネシー

ベトナム5
化学品

電気・電子部品

木・紙・同製品
化学品

社
20
5
3
3
2
2
1
1
1
1
1
14

1
1
1

1
11
2

6

1
1
1
1

2

1
1
1
1
1
1
1

3

中国

メキシコ

日本

カナダ

ジョージア

タイ

2
5

3

電気・電子部品

木・紙・同製品
金属製品(メッキ加工を含む)
その他

繊維・衣服・繊維製品

繊維・衣服・繊維製品

1

2

順位 国名

4

3

5

5

5

食品・農水産加工品 1
1

その他 1

輸送用機器部品（自動車・二輪車） 1

非鉄金属 1

3

電気・電子部品 1

1

3

3

輸送用機器部品（自動車・二輪車） 2

その他 1

1
電気・電子部品 1
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国名・州名 社

テキサス州

1

1

中国

ノースカロライナ州

米国内

1

1

1

日本
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―国内調達が中心であるものの、調達先として存在感増す中国、メキシコ、ASEAN 
 
 

 

 

 

 

 

 

                             
1   

米国内からの調達率が 51％以上と回答した企業が 6割を超え、高水準の現地調達率を維

持している。国外では中国（66.1％）やメキシコ（39.4％）、ASEAN（45.5％）などからの

調達を増やす一方、日本（9.5％）や欧州（12.2％）からの調達は減らす見込み。 

米国法人にとって影響度の高い米国の FTA については、対韓 FTA が「デメリットが大き

い」が「メリットが大きい」を大きく上回った。メリットが大きい日本の FTA としては、

回答企業の 76.7％が米国を第 1位に挙げており、期待感が高まっている。 
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31.5

7
24.1
2

13.3

3
42.9
2

3
33.3

- 
- 

5
41.7

- 
- 
- 
- 
- 
- 

電気機械・電子機器

化学品
57.1

9

7

6
66.7
4

一般機械

電気・電子部品

15 13
100.0
12

86.7
7

58.3100.0

輸送用機器部品

現状維持 縮小

100.0
22
75.9

- 
- 

29

総数 拡大

100.0

100.0

127

7

84
66.1

57.1100.0

2.4

鉄鋼

総計
100.0

4

3
14.3
1

28.6
40
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4
100.0 33.3 61.3 5.3

総計
75 25 46

2
100.0 - 60.0 40.0

化学品
5 - 3

- 
100.0 20.0 80.0 - 

食品・農水産加工品
5 1 4

100.0 42.9 57.1 - 
7 3 4 - 

20.0

一般機械
5 3 2 - 

100.0 60.0 40.0 - 

62.5 6.3

金属製品
5 3 1 1

100.0 60.0 20.0

拡大 現状維持 縮小

輸送用機器部品
16 5 10 1

100.0 31.3

総数

電気・電子部品

 

 

45.5 49.5 5.0

22.2 66.7 11.1
101 46 50 5

- 
100.0 33.3 66.7 - 

42

- 
100.0 40.0 60.0 - 

輸送用機器
5 2 3

100.0 37.5 62.5 - 
8 3 5 - 

100.0 50.0 33.3 16.7
6 3 2 1

100.0 61.3 32.3 6.5
31 19 10 2

総数 拡大 現状維持 縮小

電気・電子部品

総計

100.0

100.0

6 129

電気機械・電子機器

食品・農水産加工品
6

輸送用機器部品

化学品
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134
100.0 9.5 57.2 33.3

総計
402 38 230

3
100.0 - 85.7 14.3

食品・農水産加工品
21 - 18

9
100.0 5.0 50.0 45.0

金属製品
20 1 10

11
100.0 11.1

10.3 64.1 25.6
10
30.6

一般機械
36 4 21

58.3

53
100.0 5.2

12.9 64.5 22.6

46.1
31 4 20

輸送用機器部品
115 6 56

48.7

拡大 現状維持 縮小

化学品
39 4 25

100.0

7

総数

電気・電子部品
100.0

 

 

 

 

 

 

 

 



 28

 

 

 

 

 
 



 29

 

 

 
 

 

 

１位 ２位 ３位
カナダ 20 125 56
米国 372 22 16
メキシコ 30 87 83
韓国 2 12 24
中国 36 51 60
欧州 4 48 41
ASEAN 13 40 43
中南米 6 21 26
その他 2 2 1  
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１位 ２位 ３位
韓国 14 35 39
中国 103 60 33
欧州 99 63 44
ASEAN 49 73 65
中南米 89 58 41
その他 7 2 3  

 

 

１位 ２位 ３位
韓国 66 81 31
中国 117 58 22
欧州 42 26 38
ASEAN 8 41 66
中南米 29 28 26
その他 3 - 3  
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―高付加価値製品の投入で対応 

 

 

 

 

○ 59.3

51.1 48.7  

 

 

米国全体 影響大 軽微 なし

390
86.5
224
91.8

260
51.4
379
82.911.6

53
28.1
142

6.1
15
10.6
4813

2.9
5
2.0

104
20.6
25
5.5

126 147 262
49.023.6 27.5

192 143 230
34.0 25.3 40.7

451

457

506

535

給与削減

その他

565
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0
244

販売価格の下落

競争激化による売上減少

安価な部品・原材料の調達が可能

人員削減

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国・韓国製品との競合に対しては、「高付加価値製品の投入で対応」する企業がそれぞ

れ 46.0％、38.2％を占めた。日系製造業は、中国製品には「価格の安さ」（96.2％）、韓国

製品には「品質と価格のバランス」（48.1％）に強みがあるとみている。 

中国製品の輸入増加による影響としては、「販売価格の下落」（59.3％）、「競争激化によ

る売上減少」（51.1％）などが挙げられる一方、「安価な部品・原材料の調達が可能」（48.7％）

になると回答した企業も多く、中国製品の輸入をプラスに生かす動きも出ている。 
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―今後は徐々にオフショアリングを活用、インドに対する高い人気 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国内向けサービス業務の一部を国外で実施（委託）する「オフショアリング」を活用

している企業は全体の 1割弱（59 社、9.5％）。現状、オフショアリング先はインドが約半

分を占め、うちソフトウェア開発(34.9%)、システムデータベース開発・メンテナンス

(27.9%)など IT サービス関連が半分以上。今後、オフショアリングを行なう企業の約 3 割

がインドを挙げており、日系製造業のインドに対する関心は大きい。 
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ソフト
ウェア開
発

システム
データ
ベース開
発・
メンテナ
ンス

研究開
発・設
計・デザ
イン

人事 経理・財
務

IT関係の
ヘルプデ
スク

コールセ
ンター

その他 合計 今後オフ
ショアリ
ングする
予定

中国 1 社 4 社 1 社 3 社 9 社 8 社 

インド 15 社 12 社 8 社 3 社 5 社 43 社 6 社 

カナダ 2 社 2 社 3 社 1 社 1 社 9 社 2 社 

中南米 1 社 4 社 5 社 3 社 

ASEAN 2 社 5 社 1 社 2 社 1 社 11 社 1 社 

その他 2 社 2 社 4 社 3 社 2 社 3 社 3 社 1 社 20 社 3 社 

合計 23 社 16 社 28 社 5 社 5 社 9 社 6 社 5 社 97 社 23 社  
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資料 在カナダ日系企業の分布 



１． 経営状況 

 

－2006 年の「黒字」見込み割合は高水準を維持 

 2006 年の営業利益見込みを「黒字」と回答した企業は全体の 73.1％を占めた。前回調査

（05 年 7～8月）比で 1.0 ポイントの微減にとどまり、2年連続で 70％を超える高水準を維

持した。製造業では同 3.8 ポイント減の 74.7％となったが、非製造業では 6.1 ポイント増

の 73.2％まで上昇した結果、製造業・非製造業の格差は縮小した。製造業では電気機械・

電子機器（88.9％）、輸送用機器部品（75.0％）、一般機械（66.7％）などで、非製造業で

は販社（95.5％）、商社（80.0％）などで黒字の割合が高かった。 

 

また、赤字と回答した割合は同 1.7 ポイント増の 9.1％とやや増えたが、2年連続で一桁

台にとどまった。営業利益が改善する理由としては、「国内市場の販売増加」が製造業・非

製造業とも圧倒的に多かった（製造業 58.5％、非製造業 53.3％）。一方、悪化する理由と

しては、「国内市場の販売下落」（製造業 47.4％）、「価格の下落」（非製造業 44.4％）が多

く、景気がやや減速する中、販売競争の激化による影響がうかがえる。 

 

2007 年には、06 年と比較して営業利益が「悪化」すると回答した割合は 21.0％から 6.6％

へと大きく低下する一方、「横ばい」が大きく増加している。2007 年に入り、カナダ経済の

さらなる減速が予想されているが、日系企業の景況感が大きく落ち込むことはなさそうだ。 

 

－労働コスト上昇、人材の採用難、為替リスクが懸念材料 

雇用・労働面での問題点としては、従業員の賃金上昇（39.8％）、中間管理職の採用難

（22.7％）、技術者の採用難（21.0％）などを挙げる企業が多かった。好景気の中で、良質

な人材確保を巡る競争が激化していることを裏付けている。また、雇用・労働面以外の問

題点では、56.6％の企業が為替リスクを挙げた。長期化する近年のカナダドル上昇傾向が

日系企業にとり、大きな問題となっているといえる。 

 

２． 設備投資の状況 

 

－製造業で 4割、非製造業で 2割の企業が 2006 年に設備投資を拡大 

2006 年については、製造業で 36.5%、非製造業で 22.2％が設備投資を拡大させると回答

した。目的としては、製造業では「拠点の合理化・効率化」（48.1％）、「拠点の拡張」（22.1％）

を挙げる企業が多く、非製造業では「情報化関連投資による効率化」（52.5％）を挙げる企

業が多かった。製造業では、自動車分野を中心に工場の拡張や新規進出を進めるほか、特



に非製造業ではカナダドル高のメリットを生かしながら、情報化投資を進めていることが

うかがえる。 

  

３． 原材料・部品の調達、FTA 

 

－今後は中国、ASEAN からの調達を拡大 

 カナダ産原材料・部品の現地調達比率は「50％以上」が 4割（39.5％）、「30％未満」5割

（49.5％）と二極化している。カナダ国外であれば、米国、日本からの調達割合が高い

（48.4％、42.5％）。また、今後の調達先方針としては、中国や ASEAN からの調達を拡大す

ると回答した企業が多かった（中国 66.7％、ASEAN50.0％）。 

 

－日加 FTA に大きなメリット、カナダ・韓国 FTA には総じてデメリット多い 

日系企業にとってメリットが大きいと考えられる日本の FTA 相手国として、カナダを挙

げる企業が圧倒的に多く、日加 FTA に対する大きな期待が広がっている。業種別では商社

（76.9％）や輸送用機器（75.0％）販社（57.9％）などで高いシェアを占めた。 

 

日系企業にとって、メリットもしくはデメリットが大きいカナダの FTA 相手国としては、

どちらも中国が 1位となった。また、韓国については、「デメリット」が「メリット」を上

回った。輸送用機器や販社を中心に、総じて在カナダ日系企業には、交渉中のカナダ・韓

国 FTA によるマイナスの影響が大きいと感じていることが浮き彫りになった。 

 

４． 中国、韓国製品との競合状況 

 

－中国製品の輸入増加はマイナスおよびプラス双方の影響 

中国製品の輸入増加による影響については、「販売価格の下落」（50.0％）、「競争激化に

よる売上減少」（47.2％）などのマイナスの影響が生じている一方、「安価な部品・原材料

の調達が可能」（49.2％）になったことによるプラスの面を生かしている企業も多い結果と

なった。 

 

－中国・韓国製品との競合はそれほど深刻に至らず 

カナダ国内での中国・韓国製品との競合に対しては、「高付加価値商品の投入による差別

化」（中国：42.4％、韓国 37.3％）を図って対応している企業が多いとの結果が出た。一方

で「競合なし」と回答した企業は、中国製品については全体の 5割弱（46.0％）、韓国製品

については 6割弱（57.6％）を占めた。中国企業がカナダ市場で優れている点としては「価

格が安い」と回答した企業が圧倒的に多い（94.5％）一方で、韓国企業については、「価格

が安い」（60.9％）、「品質と価格のバランス」（48.2％）を挙げる企業が多かった。 

 



５．サービス業務のオフショアリング 

 

－4分の 1強がオフショアリングを実施、オフショアリング先の大半が米国 

 オフショアリングを実施している企業は全体の 4 分の 1 強を占める。オフショアリング

先は米国が全体の 78.6％（125 社）を占めており、最大。グループ内の米国法人との関係

が強い在加日系企業の特徴が背景にあると思われる。ソフトウェア開発やシステム開発な

どの IT 分野を中心にインド（12 社）が米国に次ぐ規模となっている。 



―2006 年の「黒字」見込み割合は高水準を維持 

2006 年の営業利益見込みを「黒字」と回答した企業の割合は全体の 73.1％を占め、2

年連続で 70％を超える高水準を維持した。営業利益が改善する理由としては、「国内市場

の販売増加」が製造業・非製造業とも圧倒的。2007 年以降の営業利益は「横ばい」とす

る回答が多く、カナダ経済の減速が予測されている中、日系企業の景況感が大きく落ち込

むことはなさそうだ。 

雇用・労働面では人材確保の難しさを挙げる声が多く、また雇用・労働面以外では、カ

ナダドルが高止まりする中、為替リスクを挙げる声が多かった。 







40 社 

49.4 % 

23 社 

26.4 % 

24 社 7 社 

8.6 % 

8 社 

9.9 % 

30～99人

51 社 

27.6 % 

22 社 

11.9 % 

27.6 % 26.4 % 

総数

製造業

非製造業

39.5 % 

30人未満 100～299人

73 社 34 社 

18.4 % 

24 社 23 社 14 社 

16.1 % 

1,000人以上

5 社 

2.7 % 

3 社 

3.4 % 

300～999人

- 

- 29.6 % 



製造業
30 社 28 社 

52 社 97 社 31 社 53 社 
総数

35.7 % 

38 社 

45.2 % 

16 社 

19.0 % 35.0 % 

41 社 

51.3 % 

11 社 

13.8 % 

非製造業
19 社 49 社 12 社 21 社 54 社 5 社 

23.8 % 61.3 % 15.0 % 26.3 % 67.5 % 6.3 % 

105 社 18 社 

28.9 % 53.9 % 17.2 % 30.1 % 59.7 % 10.2 % 

減少

過去1年間の変化 今後の見通し

増加 横ばい 減少 増加 横ばい

0人 1～3人 4～9人 10～29人 30人以上

総数
33 社 115 社 29 社 4 社 2 社 

18.0 % 62.8 % 15.8 % 2.2 % 1.1 % 

製造業
12 社 55 社 17 社 1 社 1 社 

14.0 % 64.0 % 19.8 % 1.2 % 1.2 % 

非製造業
16 社 50 社 11 社 - - 

20.0 % 62.5 % 13.8 % - - 

過去1年間の変化 今後の見通し

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

総数
15 社 133 社 25 社 8 社 145 社 17 社 

8.7 % 76.9 % 14.5 % 4.7 % 85.3 % 10.0 % 

製造業
7 社 61 社 15 社 6 社 66 社 10 社 

8.4 % 73.5 % 18.1 % 7.3 % 80.5 % 12.2 % 

非製造業
6 社 65 社 7 社 2 社 70 社 4 社 

7.7 % 83.3 % 9.0 % 2.6 % 92.1 % 5.3 % 







―製造業で 4割、非製造業で 2割の企業が 2006 年に設備投資を拡大 
 
 
 
 

2006 年については、製造業で 36.5%、非製造業で 22.2％が設備投資を拡大させると回

答した。目的としては、製造業では「拠点の合理化・効率化」（48.1％）、「拠点の拡張」

（22.1％）を挙げる企業が多く、非製造業では「情報化関連投資による効率化」（52.5％）

を挙げる企業が多かった。製造業では、自動車分野を中心に工場の拡張や新規進出を進め

るほか、特に非製造業ではカナダドル高のメリットを生かしながら、情報化投資を進めて

いることがうかがえる。 













１位 ２位 ３位
カナダ 75 28 6
米国 42 55 5
メキシコ 3 6 21
韓国 - 2 6
中国 17 13 20
欧州 - 3 9
ASEAN - 9 15
中南米 1 2 2
その他 1 - 3



１位 ２位 ３位
韓国 5 9 14
中国 43 12 10
欧州 19 15 14
ASEAN 9 30 19
中南米 16 13 10
その他 6 3 3

１位 ２位 ３位
韓国 15 21 12
中国 26 11 5
欧州 17 9 8
ASEAN 1 9 15
中南米 9 8 5
その他 2 - 1



カナダ全体 影響大 軽微 なし

販売価格の下落
146 47 26 73
100.0 32.2 17.8 50.0

競争激化による売上減少
142 25 42 75
100.0 17.6 29.6 52.8

安価な部品・原材料の調達が可能
130 25 39 66
100.0 19.2 30.0 50.8

人員削減
120 6 15 99
100.0 5.0 12.5 82.5

給与削減
118 2 15 101
100.0 1.7 12.7 85.6

その他
76 4 4 68

100.0 5.3 5.3 89.5











ソフト
ウェア開
発

システム
データ
ベース開
発・
メンテナ
ンス

研究開
発・設
計・デザ
イン

人事 経理・財
務

IT関係の
ヘルプデ
スク

コールセ
ンター

その他 合計 今後オフ
ショアリ
ングする
予定

中国 1 社 1 社 2 社 

インド 4 社 4 社 1 社 1 社 1 社 1 社 12 社 1 社 

米国 22 社 28 社 13 社 13 社 13 社 24 社 9 社 3 社 125 社 7 社 

中南米 1 社 1 社 1 社 3 社 

ASEAN 1 社 1 社 2 社 

その他 3 社 2 社 1 社 1 社 3 社 4 社 1 社 15 社 1 社 

合計 31 社 35 社 14 社 15 社 15 社 28 社 14 社 7 社 159 社 9 社 



 

19
 

88
 

1 

1 

1 

4 

22
4

14
 

2 

1 

計
35
5
社
 

0 

0 

0 



回答企業でみると、製造業では輸送用機器部品（20 社）、一般機械（12 社）、電気機械・電子機器（9社）、

非製造業では販売会社 23 社、商社（15 社）、運輸・倉庫（13 社）が多い。州別ではオンタリオ州が 127 社

と圧倒的に多く、次いでブリティッシュ・コロンビア州の 47 社が続く。カナダ全体では製造業 88 社、非

製造業 76 社とほぼ同じ割合だが、オンタリオ州では製造業が多く、ブリティッシュ・コロンビア州には商

社や流通などの非製造業の方が多いという両州の集積の違いが出ている。 
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2006 年度  ジェトロ在米日系製造業経営実態調査 

2.

3.

アンケート記入者に関する以下の項目を入力してください。（※印は入力必須項目）

貴社名※ 

 

お名前※

役職名※

Phone※

Facsimile※

Email※

 
所在州※    

日系親会社名※ 

※ 

 

工場名            所在州                製品
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業種※ ＊貴社の事業分野において主たる業種を１つお選びください。
 1. 食品・農水産加工 2. 繊維（糸・織布） 
 3. 衣服・繊維製品 4. 木材・木製品（家具・ｲﾝﾃﾘｱ製品を除く） 
 5. 家具・ｲﾝﾃﾘｱ製品 6. 紙・パルプ 
 7. 印刷・出版 8. 化学・石油製品 
 9. 医薬品 10. ゴム製品 
 11. 窯業・土石 12. 鉄鋼 
 13. 非鉄金属 14. 金属製品 
 15. 一般機械 16. 電気機械 
 17. 電気・電子部品 18. 輸送用機械 
 19. 輸送用機械部品 20. 精密機器 

21. その他製造業  
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１．経営状況について 
設問１ 2006年（次期決算）の営業利益見込みについて 

□黒字 □均衡 □赤字 

 

設問２ 2005年（前回決算）と比較した場合、2006年の営業利益見込みの変化 

□改善 □横ばい □悪化 

 

設問３ 2006年（次期決算）の営業利益見込みの根拠 

①改善する理由（複数回答可） ※設問２で 「改善」と回答された場合に伺います。

□1．海外市場の販売増加 □2．国内市場の販売増加 

□3．価格の上昇 □4．輸入調達コストの下落 

□5．国内調達コストの下落 □6．人件費の削減 

□7．管理費・光熱費の削減  

□8.その他 

②悪化する理由（複数回答可） ※設問２で 「悪化」と回答された場合に伺います。

□1．海外市場の販売下落 □2．国内市場の販売下落 

□3．価格の下落 □4．輸入調達コストの上昇 

□5．国内調達コストの上昇 □6．人件費の上昇 

□7．管理費・光熱費の上昇 □8．原油価格の上昇 

□9.その他  

設問４ 2007年以降の営業利益見通し 

□改善 □横ばい □悪化 

 

設問５ 貴社の従業員数（全工場）を明記ください 

（           ）人  うち日本人駐在員（          ）人 

 

設問６ 貴社の従業員数について以下の設問にお答えください。

現地従業員 日本人駐在員

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

過去一年間の変化 □ □ □ □ □ □

今後の予定 □ □ □ □ □ □
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設問７ 雇用・労働面での問題点（３つまで選択可） 

□1．従業員の賃金上昇 □2．中間管理職の採用難 

□3．技術者の採用難 □4．労働習慣の違い 

□5．日本人出向役職員（駐在員）のコスト □6．解雇・人員削減に対する規制  

□7．ストライキ、労働組合問題など □8．外国人労働者の雇用規制 

□9．管理職、現場責任者の現地化 □10．労働者の定着率 

□11．特になし 

□12．その他  

 
設問８ 雇用、労働面の他に、貴社の米国内でのビジネス上、障壁・問題・リスクとなっ

ている項目はどれですか。（複数回答可） 

□1．ビザ/通関手続き（セキュリティの強化） □2．製造物責任法（PL法） 

□3．集団代表訴訟制度 □4．物流面（船舶・運輸など） 

□5．電力・水道 □6．連邦・州の規則・規制（環境、立

地など） 

□7．原油価格 □8．不動産価格 

□9．金利上昇 □10．自然災害（ハリケーンなど） 

□11．円/ドル為替リスク □12．税制・関税 

□13．その他  

 
２．設備投資・事業展開について
設問９  2005年と比較した場合、2006年（次期決算）の設備投資の変化は。 

 □前年比0 10％減 □前年比11 30％減 □前年比31％以上減  □横ばい 

   □前年比0 10％増 □前年比11 30％増□前年比31％以上増 

 

設問１０  2006年（次期決算）の設備投資の目的は（複数回答可） 

□1．工場の拡張 □2．工場の合理化・効率化 

□3．新規工場設立 □4．技術・研究開発強化 

□5．環境対策 □6．情報化関連投資による効率化 

□7．その他  

 

設問１１  2007年以降の投資計画（見込み） 

 □増加           □横ばい     □減少 
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設問１２  工場の撤退・廃止、生産移転について 

 過去 

1～2年 

今後 

1～2年 

 

1.工場の撤退・廃止（移転しない） □ □ 主な理由

（             ） 

2.一部品目の生産を他州・他国へ

移転 

□ □ 移転先州・国名（          ） 

3.全品目の生産を他州・他国へ移

転 

□ □ 移転先州・国名（          ） 

 

３．原材料・部品の調達、国際分業について 
設問１３  主な原材料・部品の調達先について、主な調達先（上位5カ国・地域）を選択し

てください。また、現在の調達の有無にかかわらず、今後の方針について該当項目

をチェックしてください。調達先の割合については合計が100になるようお願い致し

ます。 

 国名 現在の主な

調達先 
今後の方針 

  割合（％） 拡  大 現状維持 縮  小 

1.  米国 

 

□ □ □ 

2.  カナダ 

 

□ □ □ 

3.  メキシコ 

 

□ □ □ 

4.  日  本 

 

□ □ □ 

5.  中南米（メキシコ除く） 

 

□ □ □ 

6.  台湾、韓国、香港 

 

□ □ □ 

7.  ASEAN 

 

□ □ □ 

8.  中  国 

 

□ □ □ 
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9.  欧  州 

 

□ □ □ 

10.  その他 （国名： 

）  
□ □ □ 

 

＊ASEAN：タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア、シンガポール、ブルネイ、ベト

ナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア 

 

 

 

 

 

 

設問１５  貴社（米国法人）の販売額の国・地域別割合はどの程度ですか。 
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設問１６  貴社（米国法人）にとってメリットが大きい日本のFTA（自由貿易協定）相手国・

地域はどこですか。 

 

＊中南米はメキシコを除く 

 

設問１７  貴社（米国法人）にとってメリット、デメリットが大きいと考えられる米国の

FTA（自由貿易協定）相手国・地域はどこですか。 
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４．中国、韓国製品との競合状況について
設問１８  中国製品の輸入増加による影響（複数回答可） 

販売価格の下落 

給与削減 

その他 

 

 

設問１９  中国・韓国製品への対応のうち貴社にあてはまるものは何ですか。（複数回答可） 

 

高付加価値商品の投入による差別化 

中国などからの部品輸入を増やし、米国で最終商品化する 

米国内での製造を減らし、海外拠点での製造を増やす 

雇用削減など、コストを削減する 

その他 

競合なし 

 

設問２０ 中国・韓国企業が米国市場で優れていると思われる点は。（複数回答可） 

価格が安い 

品質と価格のバランス 

ニーズに適した製品作り 

ブランド構築のうまさ 

販売会社へのインセンティブ、プロモーション 

流通網の開拓、強化 

大規模な設備投資 

革新的なビジネスモデル 

その他 
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設問２１ 人民元切り上げによる貴社（米国法人）への影響 

□1.中国への製品輸出価格が低下するのでプラス 

□2.米国内での中国製競合品価格が上昇するのでプラス 

□3.中国からの原材料輸入価格が上昇するのでマイナス 

□4. プラス、マイナス両方の影響があり、相殺される 

□5. 影響はない 

□6. わからない 

□7.その他  

 

５．サービス業務のオフショアリング（注）について 
 

（注）オフショアリングとは国内向けのサービス業務を国外で実施すること。自社拠点か外部委

託かは問わない。例：日本で米国法人の人事管理を行っている、インドのIT企業に米国法人のシ

ステムメンテナンスを委託しているなど。 

 

 

設問２２  人事、経理、財務、ITなどのサービス業務につき、インドなど米国国外の拠点

（自社、外部委託）を活用（オフショアリング）していますか。活用している場合は、そ

の国・地域を選択してください。また、今後の予定についてお答え下さい。 

 

ソフトウェア開発 

システム/データベース開

発・メンテナンス 

研究開発・設計・デザイン 

人事 

経理・財務 

IT 関係のヘルプデスク 

コールセンター 

その他 

今後オフショアリングする 

予定 
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設問２３ オフショアリングを行わない場合、その理由 

 

 

※ご多忙のところご協力賜り、誠にありがとうございました。 
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調査票
カナダ
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2006 年度  ジェトロ在加日系企業経営実態調査 

5.

6.

アンケート記入者に関する以下の項目を入力してください。（※印は入力必須項目）

貴社名※ 

 

お名前※

役職名※

Phone※

Facsimile※

Email※

 
所在州※    

日系親会社名※ 

配下工場 

 

工場名                     所在州
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支店、事務所数（カナダにおける本社または本店、総括支店以外で、カナダ国内で常駐す

る社員等を配置し、ホームページ、社内の組織規定、登記などで事業拠点（支店、事務所、

営業所等）として位置付けているもの） 

 

所在州                   拠点数 

 

業種※ ＊貴社の主たる業種を１つお選びください。
 ―製造業― 
 1. 食品・農水産加工 2.繊維（糸・織布） 
 3. 衣服・繊維製品 4.木材・木製品（家具・ｲﾝﾃﾘｱ製品を除く） 
 5. 家具・ｲﾝﾃﾘｱ製品 6.紙・パルプ 
 7. 印刷・出版  8.化学・石油製品 
 9. 医薬品  10.ゴム製品 
 11. 窯業・土石  12.鉄鋼 
 13. 非鉄金属  14.金属製品 
 15. 一般機械  16.電気機械 
 17. 電気・電子部品 18.輸送用機械 
 19. 輸送用機械部品 20.精密機器 
 21. その他製造業 
 
―農林水産業― 
22. 漁業・水産業 23.鉱業 
24. 農・林業 
 
―サービス業― 
25.商業  26.金融・保険業 
27.サービス業  28.運輸業（海運・航空など） 
29.不動産業  30.建設業 
31.その他サービス業 
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１． 経営状況について 
（製造業・非製造業の方ともお答えください） 
設問１ 2006年（次期決算）の営業利益見込みについて 

□黒字 □均衡 □赤字 

 

設問２ 2005年（前回決算）と比較した場合、2006年の営業利益見込みの変化 

□改善 □横ばい □悪化 

 

設問３ 2006年（次期決算）の営業利益見込みの根拠 

①改善する理由（複数回答可） ※設問２で 「改善」と回答された場合に伺います。

□1．海外市場の販売増加 □2．国内市場の販売増加 

□3．価格の上昇 □4．輸入調達コストの下落 

□5．国内調達コストの下落 □6．人件費の削減 

□7．管理費・光熱費の削減  

□8.その他 

②悪化する理由（複数回答可） ※設問２で 「悪化」と回答された場合に伺います。

□1．海外市場の販売下落 □2．国内市場の販売下落 

□3．価格の下落 □4．輸入調達コストの上昇 

□5．国内調達コストの上昇 □6．人件費の上昇 

□7．管理費・光熱費の上昇 □8．原油価格の上昇 

□9.その他  

設問４ 2007年以降の営業利益見通し 

□改善 □横ばい □悪化 

 

設問５ 貴社の従業員数（全工場）を明記ください 

（           ）人  うち日本人駐在員（          ）人 

 

設問６ 貴社の従業員数について以下の設問にお答えください。

現地従業員 日本人駐在員

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

過去一年間の変化 □ □ □ □ □ □
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今後の予定 □ □ □ □ □ □

設問７ 雇用・労働面での問題点（３つまで選択可） 

□1．従業員の賃金上昇 □2．中間管理職の採用難 

□3．技術者の採用難 □4．労働習慣の違い 

□5．日本人出向役職員（駐在員）のコスト □6．解雇・人員削減に対する規制  

□7．ストライキ、労働組合問題など □8．外国人労働者の雇用規制 

□9．管理職、現場責任者の現地化 □10．労働者の定着率 

□11．特になし 

□12．その他  

 
設問８ 雇用、労働面の他に、貴社のカナダ国内でのビジネス上、障壁・問題・リスクと

なっている項目はどれですか。（複数回答可） 

□1．ビザ/通関手続き（セキュリティの強化） □2．製造物責任法（PL法） 

□3．集団代表訴訟制度 □4．物流面（船舶・運輸など） 

□5．電力・水道 □6．連邦・州の規則・規制（環境、立

地など） 

□7．原油価格 □8．不動産価格 

□9．金利上昇 □10．自然災害 

□11．円/ドル為替リスク □12．税制・関税 

□13．その他  

 
２．設備投資状況について 
（製造業・非製造業の方ともお答えください） 
設問９  2005年と比較した場合、2006年（次期決算）の設備投資の変化は。 

 □前年比0 10％減 □前年比11 30％減 □前年比31％以上減  □横ばい 

   □前年比0 10％増 □前年比11 30％増□前年比31％以上増 

 

設問１０  2006年（次期決算）の設備投資の目的は（複数回答可） 

□1．拠点の拡張 □2．拠点の合理化・効率化 

□3．新規拠点設立 □4．技術・研究開発強化 

□5．環境対策 □6．情報化関連投資による効率化 

□7．その他  
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設問１１  2007年以降の投資計画（見込み） 

 □増加           □横ばい     □減少 

 

設問１２  工場の撤退・廃止、生産移転について 

 過去 

1～2年 

今後 

1～2年 

 

1.工場の撤退・廃止（移転しない） □ □ 主な理由

（             ） 

2.一部品目の生産を他州・他国へ

移転 

□ □ 移転先州・国名（          ） 

3.全品目の生産を他州・他国へ移

転 

□ □ 移転先州・国名（          ） 

 

３．原材料・部品の調達状況について 
（製造業・非製造業の方ともお答えください） 
設問１３  主な原材料・部品の調達先について、主な調達先（上位5カ国・地域）を選択し

てください。また、現在の調達の有無にかかわらず、今後の方針について該当項目

をチェックしてください。調達先の割合については合計が100になるようお願い致し

ます。 

 国名 現在の主な

調達先 
今後の方針 

  割合(％) 拡  大 現状維持 縮  小 

1.  カナダ 

 

□ □ □ 

2.  米国 

 

□ □ □ 

3.  メキシコ 

 

□ □ □ 

4.  日  本 

 

□ □ □ 

5.  中南米（メキシコ除く） 

 

□ □ □ 

6.  台湾、韓国、香港 

 

□ □ □ 
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7.  ASEAN 

 

□ □ □ 

8.  中  国 

 

□ □ □ 

9.  欧  州 

 

□ □ □ 

10.  その他 （国名： 

）  
□ □ □ 

 

＊ASEAN：タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア、シンガポール、ブルネイ、ベト

ナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア 

 

 

 

 

設問１５  貴社（カナダ法人）の販売額の国・地域別割合はどの程度ですか。 
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設問１６  貴社（カナダ法人）にとってメリットが大きいと考えられる日本のFTA（自由貿

易協定）相手国・地域はどこですか。 

 

＊ 中南米はメキシコを除く 

 

設問１７  貴社（カナダ法人）にとってメリット、デメリットが大きいカナダのFTA（自由

貿易協定）相手国・地域はどこですか。 
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４．中国、韓国製品との競合状況について 
（製造業・非製造業の方ともお答えください）
設問１８  中国製品の輸入増加による影響（複数回答可） 

販売価格の下落 

給与削減 

その他 

 

 

設問１９  中国・韓国製品への対応のうち貴社にあてはまるものは何ですか。（複数回答可） 

 

高付加価値商品の投入による差別化 

中国などからの部品輸入を増やし、カナダで最終商品化する 

カナダ内での製造を減らし、海外拠点での製造を増やす 

雇用削減など、コストを削減する 

その他 

競合なし 

 

設問２０ 中国・韓国企業がカナダ市場で優れていると思われる点は。（複数回答可） 

価格が安い 

品質と価格のバランス 

ニーズに適した製品作り 

ブランド構築のうまさ 

販売会社へのインセンティブ、プロモーション 

流通網の開拓、強化 

大規模な設備投資 
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設問２１ 人民元切り上げによる貴社（カナダ法人）への影響 

□1.中国への製品輸出価格が低下するのでプラス 

□2.カナダ国内での中国製競合品価格が上昇するのでプラス 

□3.中国からの原材料輸入価格が上昇するのでマイナス 

□4. プラス、マイナス両方の影響があり、相殺される 

□5. 影響はない 

□6. わからない 

□7.その他  

 

５．サービス業務のオフショアリング（注）について 
（製造業・非製造業の方ともお答えください） 
（注）オフショアリングとは国内向けのサービス業務を国外で実施すること。自社拠点か外部委

託かは問わない。例：日本でカナダ法人の人事管理を行っている、インドのIT企業にカナダ法人

のシステムメンテナンスを委託しているなど。 

 

設問２２  人事、経理、財務、ITなどのサービス業務につき、インドなどカナダ国外の拠

点（自社、外部委託）を活用（オフショアリング）していますか。活用している場合は、

その国・地域を選択してください。また、今後の予定についてお答え下さい。 

 

ソフトウェア開発 

システム/データベース開

発・メンテナンス 

研究開発・設計・デザイン 

人事 

経理・財務 

IT 関係のヘルプデスク 

コールセンター 

その他 

今後オフショアリングする 

予定 

 

 

 



 209

設問２３ オフショアリングを行わない場合、その理由 

 

※ご多忙のところご協力賜り、誠にありがとうございました。
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